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論文
北朝鮮ルート論の系譜 (1)
西 重
?
はじめに
戦前，日本と満州（中国東北地方）とを結ぶ経済流通路として，主として三
つのルートが使用された。大連港を経由する大連ルート，安奉線（安東・今日
の丹東～奉天・今日の藩陽）と朝鮮半島の縦貫鉄道を使った安奉ルート，そし
て朝鮮北東部の雄基（今日の先鋒），羅津，清津の三港を経由する北朝鮮ルート
である。そして，これらのルートは，帝国主義的な日本中心主義によって運用
された。しかし，今日では，中国東北地方も北朝鮮（朝鮮民主主義人民共和国）
も韓国も，それぞれの独自の経済発展をめざしており，そのための日本との経
済関係を最も重視している。そこで三つのルートは，戦前とは異なるあらたな
考え方に立って運用されなくてはならない。ところが，朝鮮半島の分断と長い
間の日・朝の国交の断絶は，安奉ルートと北朝鮮ルートをも途絶させたままで
ある。改革開放政策によって中国東北地方の経済が発展すればするほど，唯一
のルートである大連港の負担が重くなることは当然である。また北朝鮮ルート
の途絶が，今後の北朝鮮の経済建設に大きな困難をもたらすことも明らかであ
る。近年のこのような状況において，海港をもたない吉林，黒龍江の両省が，
大連港に依存しない自らの対日経済流通路の開発に動き始め，北朝鮮もまた自
由経済貿易地帯を設置して日本との経済交流に本格的にとり組み始めたこと
は，それぞれが経済発展をめざすうえでの必然である。例えば，瑠春の開放と
ザルビノ港への鉄道敷設，黒龍江の河川輸送によるとうもろこしの対日輸出，
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北朝鮮による自由貿易港の設置!)などは，とくに広く紹介された動きである。だ
が，昨年4月に吉林省と北朝鮮の双方で合意された次のようなとり決めは，近
年における数々の動きの中でも最も合理的な計画である乳
1. 中•朝双方が，北朝鮮の羅津港第 4 埠頭を共同で建設し，合弁期間を50年
間とする。北朝鮮は，合弁企業に土地，電力，用水，道路などの必要施設を
提供する。
2. 羅津港第4埠頭の共同利用を開始するに先立って，北朝鮮は，大連港より
も15%低い価格で中国側貨物の処理費や倉庫管理費などを徴収する。
3. 双方は，瑯春西と訓戎間の鉄道を接合する。北朝鮮が羅津から渾春までの
鉄道輸送を開始し，国際慣例に従って検査を行い，密封式の国際旅客列車を
運転する。
以上の計画は， 1980年代に中国によって行われた「小陸橋貿易3)」に類似して
いるが，北朝鮮側の積極性にははるかに大きいものがある。かつて北朝鮮ルー
トは，日・満ブロック経済における経済的流通路の一つであって，雄基，羅津，
清津の三港と朝鮮の鉄道を経由して満州国に出入する経路を指称すると定儀さ
れた4)。今日においては，いわゆる日・満ブロック経済も満州国も存在しないが，
北朝鮮の三港を使用して中国東北地方と日本とを最短ルートで結ぶという大き
な経済的合理性は存在し続けている。中・朝両国による共同計画は，北朝鮮ル
ートのあらたな復活の重要なステップであると同時に，まさにこのルートの有
する合理性が双方によって認められたあかしでもある。この小論では，今世紀
初頭に近代的経済流通理論として発案された北朝鮮ルート論の系譜を辿ること
によって，その合理性を明らかにしようとするものである％
1. 中井喜太郎「咸鏡道経済事情視察報告書」
戦前の北朝鮮ルート論の系譜は，およそ次のようにとらえることができる。
日本と満州とを結ぶ三大ルートの一つに，「北朝鮮ルート」という名称をつけ
たのは鈴木武雄である6)。他の二つのルートは，それぞれ「安奉ルート」，「大連
112 
北朝鮮ルート論の系譜(1)(西） 369 
ルート」と称されている”。だが，鈴木自身が認めているように，実質的な北朝
鮮ルートの歴史は，鈴木よりもさらに30年ほどもさかのぼる。鈴木は，まず1920
年代の松尾小三郎の「日本海中心豆満江経略」論をとり上げ，さらに1909年（明
治41年）の「間島に関する日清協約（間島協約）」にまでさかのぼっている 8)0
そして，この条約の第6条の規定における吉長鉄道（吉林～長春）の延長敷設
と会寧での朝鮮側鉄道との連結をもって北朝鮮ルートの起源とした丸間島協
約から満州事変に致る期間のいわゆる吉会線（吉林～会寧）問題のそもそもの
発端と重なり合っている。ここに，北朝鮮ルート論を日露戦争後の日本の満州
侵略との関係において理解すべき必要性がある。それとともに，鈴木の研究は，
間島協約で止まってしまったことにおいて不充分である。なぜなら間島協約に
きわめて重大な影響を与えた内藤湖南と，同時期に間島（今日の吉林省延辺地
方）の経済開発にとっての北朝鮮ルートの重要性を提唱し，韓国統監府の政策
に数々の影響を与えた中井喜太郎をとり上げなかったからである。この両者は，
近代的経済流通路としての北朝鮮ルートの事実上の発案者として位置づけられ
る。
最初に，中井の「咸鏡道経済事情視察報告書（咸鏡北道及間嶋の部）」から検
討してみよう。これは，韓国統監府の依頼による調査の報告書で， 1906年に初
代韓国統監伊藤博文に提出されたものである。しかし，近年に致るまで実在が
確認されないまま，一説には「幻の報告書」とさえいわれてきた 10)0
報告書の内容を大別すれば，間島の産業開発とそのための最も合理的な方策
としての北朝鮮ルートの発案である。中井の記述に沿って，報告の内容を追っ
てみよう。
産業の開発についてみると，金，銀鉱の採掘，森林資源の開発，石炭，石油，
銅などの鉱産物の採取，牛や豚の品種改良，梨やリンゴをはじめとする果物の
裁培など多方面におよんでいる。ここでの中井の提言の特徴は，経済的には間
島と咸鏡道とを切り離していないことと，生産物の殆んどを輸出する計画だっ
たことである。金，銀は間島で採掘するが，その他の鉱物資源の開発と果物の
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裁培は咸鏡道を対象にしており，畜産は間島と咸鏡道の両方である。さらに，
間島で採掘した金，銀は咸鏡道の茂山に集め，木材は清津から船積みするとい
う計画である。炭質が劣るとみなされた咸鏡道の石炭は，唯一の例外としてエ
業用あるいは燃料用として現地で消費するが，金，銀を除く他の鉱産物は全て
が輸出用とされた。仕向先はロシアのウラジオストックで，輸出によって得ら
れる外貨を間島の開発資本に回す計画である。このような輸出産業の開発にと
って欠くことのできない要素として，交通・輸送と労働力の問題がとり上げら
れている。交通・輸送に関しては，間島を東西に貫く数本の街道が，清津を起
点にする吉林までの距離によって比較，検討され，茂山を経由する街道が輸送
路として特に注目されている。間島の開発労働力には，朝鮮人移住者を充当す
る計画である。ところが，これにはもう一つの意図が見い出される。朝鮮の経
済を間島にまで拡張し，ひいては間島に日本の勢力を間接的に扶植するという
意図である。間島における産業の開発が，同時に朝鮮の過剰労働力を吸引する
という経済作用を明確に認識したうえでの提言といえよう 11)0
ここでの中井による北朝鮮ルートの発案は，直接には，間島の最大の産物で
ある大豆を清津港を経由して日本に輸出しようとする意図に発している。すな
わち間島大豆の輸出ルートを，それまでの渾春経由のウラジオストック自由港
貿易から，朝鮮経由の対日輸出に変えようとするものである。輸出ルートの変
換は，同時に輸入ルートの変換でもある。当時の間島への商品輸入は，瑯春経
由と営口を海港とする吉林経由とに独占されており，わづかに食塩，鰊，明太
魚が朝鮮から輸入されていたに過ぎなかった。日本製品でさえも例外ではなく，
はなはだしい迂回貿易であった。
そこで中井は，具体的な輸送ルートの設定に先立って，間島大豆の生産量と
輸出量とを試算し，そのうえで輸送費を含めた輸出価格の日本の大豆市場での
競争力を検討している。そこでは，間島の総面積を加賀平野の2倍以上に相当
する約2千方里とみて，その10分の 1に相当する33万町歩を既墾地とみなして
いる。既墾地の約3分の 1の10万町歩で大豆が裁培されたとして，反当り 1石
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の収穫が見込まれ，総生産景は100万石とみなされている 12)。当時，まだ清津港
は開港されておらず，輸出するには開港地元山まで輸送しなくてはならない。
間島大豆の受け渡しを会寧で行うとして，清津までの牛車運貨 (3円／石），清
津から元山までの船貨 (70銭／石），俵代 (70銭／石）の合計は， 4円40銭／石で
ある。元山での上物大豆の輸出相場を 8円／石とみなしており，従って会寧での
間島大豆の受け渡し価格は 3円50銭／石以下でなくては採算割れになる。ところ
が， 1906年の間島大豆の受け渡し価格は，不作であったにもかかわらず3円50
銭／石よりもなお低価格での取り引きであったといわれている。咸鏡道での輸送
機関が牛車から鉄道に代り，清津が開港されて直接輸出されるようになれば，
間島大豆は 6~7円／石で日本市場に参入するだろうと試算されている。当時の
日本市場での相場は， 10~11円／石とみられている。まして品質において牛荘大
豆や朝鮮大豆に優るとされている間島大豆は，日本市場において価格と品質で
圧倒的に強い競争力をもつという予測である。
中井の報告は，さらに輸送手段において直面する具体的課題へと進んでゆく
が，常に念頭に置かれている対抗ルートが渾春経由のウラジオストック貿易で
ある。この貿易ルートに対抗するために，咸鏡道の軍用軽便鉄道の民間輸送へ
の開放，清津の開港，日本とを直接結ぶ日本海航路の開設などが提言されてい
る。これらの点について，中井の記述をみてみよう。
まず中井は，大阪と奈良を結んだ鉄道の例から，鉄道が敷設された後にあら
たな貨物をつくり出すという作用に注目した。つまり，間島大豆の受け渡し場
所である会寧から清津までの大豆輸送に鉄道が利用され始めれば，貨物は大豆
だけには限らなくなるということである。当時，清津と会寧間には，咸鏡道で
の鉄道の先駆といわれる日本軍の手押式軍用軽便鉄道が敷設されていた。とこ
ろが，日露戦争の停戦後も軍事輸送だけに限られていた。この軽鉄の分岐延長
敷設と民間輸送への開放が，中井の主張の骨子である。
軽鉄の延長は，会寧からさらに豆満江（図何江）の下流にある高嶺鎮までの
区間である。高嶺鎮は，戸数約300戸の比較的大きな街であったが，なによりも
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会寧対岸の間島との出入口に当る渡船場であった。いうまでもなく，間島大豆
の直接の受け渡し場所である。
軽鉄の分岐延長は，清津と会寧のほぽ中間に位置する武陵塔から分岐し，茂
山をへてさらに豆満江上流の三下社までの区間である。三下社は，吉林への街
道上にあるうえ茂山森林の入口である。清津を起点にした吉林との交易流通と，
茂山の木材を清津に輸送する計画のもとに立案されている。木林輸送において
は，当然競合することになる豆満江の水運との競争力の比較検討が綿密に行な
われている。中井の検討の内容を簡単に言い表わせば，豆満江水運がもつ欠点
は，すなわち鉄道が備えている利点ということになる。水運は春季解氷期に限
定されるうえ，流筏は木材の大小に左右され，しかも流失の恐れがある。この
ような河川水運の一般的欠点の他に，豆満江水運に特有の欠点がある。豆満江
口では，砂洲と西風に防げられて船舶の航行にも流筏にも大きな困難が伴い，
船積み設備もない。そのうえ豆満江の右岸には朝鮮人，左岸には中国人と朝鮮
人，江口の左岸にはロシア人が居住しており，流木の回収は困難である。水運
によると，伐採現場から豆満江岸までの運搬に10日間，江口まで80里の流筏に
20日間を要し，流筏を終えた流筏労働者は60里の陸路を空手で戻ることになる。
これに費す輸送費は，木材50本を 1組とした場合，日本人流筏労働者2名の賃
金を 1人1日当り 1円20銭，往復30日とすれば，木材1本当り 1円40銭である。
これに対して軽鉄による輸送費は，手押式台車2両を連結して10本を 1組とし
て積載した場合，朝鮮人運送労働者4名の賃金を 1人1日当り50銭，片道5日
間として，木材1本当り 1円である。ここには 1本の輸送費に40銭もの大差が
生じているが，その最大の要因は，流筏が熟練労働であったとしても，朝鮮人
の賃金が日本人の2分の 1以下という格差に求められる。また軽鉄では，帰り
荷を輸送することができる。このように軽鉄が水運に勝る決定的な差が，日本
人と朝鮮人の賃金格差，輸送時間および帰り荷の有無にあったことが明らかで
ある。
軽鉄の開放については，管理者である陸軍にとっても数々の負担を軽減する
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効果があると説明されている。陸軍にとっての負担として，保線，延べ2千メ
ートルにも達する仮設橋梁の架け替え，前年の水害で受けていた20マイルもの
区間の修復，台車の修理，運輸や保線業務によって工兵の訓練に支障が生じる
などの点が上げられている。だが中井の軽鉄開放の要求は，なによりも咸鏡道
における貨物輸送を近代化するという動機からでており，それに日露戦争後の
牛馬車運賃の高騰が拍車をかけている。中井の運賃試算によると， 15貫積みの
駄馬 1駄は 4円50銭， 50貫積載の牛車1車は先払いで6円50銭，着払いで12円
である。これに比較して， 120貫積載の軽鉄台車1台は 2円40銭に過ぎない。軽
鉄運賃は，実に駄馬の 2分の 1,牛車の 3分の 1から 5分の 1である。両者の
積載量の差を加えれば運賃の格差はさらに拡大し，軽鉄台車2両を連結した場
合の積載量が300貫にも達することを考えに入れれば全く比較にならない差に
なる。
民間輸送に開放した後の軽鉄の経営に関し．ては，韓国統監府鉄道管理局によ
る経営案と，日本政府，韓国政府，日本人，朝鮮人の4者を株主として設立す
る「北韓鉄道株式会社」による経営案の二つの試案が提示されている。両方の
試案に共通した将来の課題として，標準軌道鉄道への改築問題がとり上げられ
ている。中井によれば，標準軌道鉄道と比較した場合の軽鉄の最も大きな有利
性は，例えば12ポンド軌条 1マイルは 2千~3千円に過ぎず，中古軌条を利用
すればさらに安いという敷設費用の低廉性にあった。その反面，軽鉄の輸送力
はきわめて低い。清津と会寧間の軽鉄を複線化し，一方向について 1時間に20
台， 1日平均5時間の運行を行ったとして，双方から各々100台の運行が最大限
である。年間を通じて休むことな<' 1台当り 2石5斗を積載したとしても 1
年間の輸送量は10万石である。つまり，間島大豆の年間輸出量のわずか10%し
か輸送できないことになる。このように，すでに充分な貨物量を有している清
津と会寧間に限っては，早急に標準軌道に改築すべきであるとしている。しか
し，その他の軽鉄路線においては，滞貨するほどの貨物量に達するまで改築す
べきではないとしている。
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清津と会寧間の軽鉄は，中井が報告書を提出した翌年の1907年4月から民間
貨客輸送が開始され， 1914年10月から朝鮮総督府鉄道局によって標準軌道への
改築に着工され， 1917年11月に完成している。
100万石の間島大豆を清津港から直接輸出することは，中井の構想におけるか
なめである。豆満江口を境として，沿海朴Iのポシェットやウラジオストックが
冬期4ヶ月間に渡って凍結するのに対して，朝鮮東海岸の諸港は不凍港である。
とりわけ清津は，雄基や羅津よりもかなり南に位置している。
中井は，清津が外国貿易港としていかに適した条件を備えているのかについ
て，築港と居留地の建設という点から次のように説明している。清津港は，湾
の面積，水深，海底の地質などの条件がきわめて良く，埠頭の建設や鉄道敷設
費用の低減をもたらす。当時，清津には，朝鮮人107戸，日本人40余人が居住し，
日本兵20~30名が駐屯するに過ぎなかった。しかし，釜山のかつての「一軒屋」
が開港を機にして数百戸の街に発展したこと， 4~5戸の寒村でしかなかった
仁川が1千戸以上の都市に発展したこと，元山里の漁村が1里もの街路を有す
る港町に発展したことなどの前例から，開港後の清津の発展を疑う余地はない。
8ヶ月前まで93戸だった朝鮮人が，短期間に107戸に増加したことは，釜山，仁
川，元山などと同じように発展するきざしである。清津の陸岸は決して広大で
はないが，居留地用地には背後の6ヶ所の盆地を当てることができ，また海岸
を埋め立てることもできる。これらの面積だけで仁川の居留地よりも広く， 1 
千戸以上の市街の建設が可能である。さらに清津の最も大きな有利性は，輸城
平原に隣接している点である。そこには，およそどのような規模の市街の建設
も不可能ではない。
その後の清津は，軽鉄の開放と同じく， 1907年から韓国政府予算による築港
工事が開始され，翌1908年4月に外国貿易港として開港された。さらに1910年
には，通過貨物関税免除制度が実施されて間島の呑吐港としての地位を固めた。
間島を背後地にした清津港のその後の発展は，表ー 113)にみられるようにめざま
しいものである。特に開港直後からの貿易額の増大は，とりもなおさず通過貿
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表ー 1 清津港の貿易額と通過貿易額の推移
貿易額 通過貿易額
1 9 0 8 438,757 
1 9 1 0 540,000 
1 9 1 7 3,920,000 
1 9 1 9 4,530,000 
1 9 2 6 19,370,000 
1 9 2 7 
64.000.000 I 
9,770,000 
1 9 3 4 13,740,000 
易の増大であったことに注目すべきである。その最大の原因は， 1909年4月以
降のウラジオストックの有税港化と，それに対抗した1910年初頭からの清国瑯
春税関による微税開始であった。
中井が報告書で提起した日本海航路は二航路である。 1本は清津と敦賀とを
直接結ぶ航路で，他の 1本は清津とウラジオストックとを結ぶ航路である。日
露戦争後の下関と釜山とを結ぶ関釜航路は， 1905年9月に開航され，京釜線（京
城～釜山）と連絡して重要な流通路の一つとなっていた。つまり関釜航路は，
安奉ルートの大半を占める長大な鉄道ルートを日本に結びつける海路である。
ところが日本から咸鏡道の清津へ行くには，釜山から朝鮮半島の東海岸を飛び
石づたいに辿る沿岸航路に頼らなくてはならなかった。中井の調査の 2年後に
内藤湖南が行った際には，下関から清津まで実に 6日間を要している 14)。このよ
うな迂回航路しか存在しなかった非合理性が，中井による日本海直航路を立案
させたといえよう。
中井の試算によると，従来の航路による下関から清津までの距離は，下関と
釜山間が140マイル，釜山から元山までが340マイル，元山から清津までが210マ
イル，総航程690マイルである。まして日本の外国貿易の中心地である神戸や大
阪からの距離は，もはや論外というべきである。これに対して，清津と敦賀と
を直航路で結べば380マイルである。敦賀は， 1896年に開港外貿易港に指定され
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て新潟税関敦賀出張所が設置されており， 1906年にウラジオストックとの直航
路が従来の大家七平の経営に代る大阪商船株式会社によって運航され始め
た15)。さらに同年には，ロシア東亜汽船会社による週1便の定期航路が開設され
た。これらの航路の開設によって，ウラジオストックの中国商人は，こぞって
大阪に支店を設けて日本製雑貨の輸出にのり出した。日本からの輸出港になっ
た敦賀は，そのためにめざましい繁栄をとげた。反面，日本商人による従来か
らの釜山，元山経由のウラジオストック向輸出にはかげりが見え始めた。そこ
で中井は，日本政府が大阪商船に寄港補助金を与えて清津に寄港させ，敦賀～清
津～ウラジオストックを結ぶ航路の開設を提起している。そこでは，同時にロ
シア船に劣らない速力の船舶を就航させることと，大阪商船とロシア東亜汽船
との決定的競合を回避するための両者間の協商の必要性が指摘されている。日
露戦争後の日露関係を，あたかも象徴するかのような提言である。
清津と敦賀とを結ぶ日本海直航路の開設は，咸鏡道の軽鉄の開放や清津の開
港のようには円滑に実現しなかった。 1918年にようやく朝鮮郵船株式会社によ
る日本海航路が開設されたが，朝鮮の沿岸航路が主とされたために直航路とは
ならなかった。清津と敦賀間の片道に 5日間を要したうえに， 1ヶ月に 2航海
に過ぎなかった。直航路は， 1928年になって，前年の清津の対敦賀貿易が約4
万2千トン， 400万円に達し，清津の貿易額の13%を占めたことによる清津商工
会議所の直航路開設運動16)と，日本国内での「日本海湖水化論」とが実を結んで
実現した。一方，清津とウラジオストックとを結ぶ航路は， 1914年には朝鮮郵
船によって運航されていた17)が，あくまでも朝鮮の沿岸航路の延長に過ぎず，日
本とは連結されていなかった。
以上のような中井の報告が，果してどのような経過で韓国統監府の統治政策
に反映したのかに関しては研究の余地がある。だが少なくとも，統監府が中井
に対してもっていた信頼はかなり大きいものであった。咸鏡道と間島の経済事
情調査を依頼したこと自体がその表われであるが，翌1907年8月の統監府総務
長官鶴原定吉の伊藤統監への一つの報告の内容は，さらにそれを強く裏づけて
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いる。すなわち，間島における李朝と清朝との国境交渉の経緯を英国の『タイ
ムス』に発表するために，中井に記事の起案を命じたというものである 18)。間島
問題において英国世論の支持を得ようとする意図に他ならないが，当時の日本
の日英同盟への依存的立場をよく示すできごとでもある。
中井が統監府に与えた影響をみるうえに，もう一つの注目すべき史料がある。
後に統監府臨時間島派出所の総務課長に就任する篠田治策が， 1907年4月の間
島踏査から帰還後に，伊藤統監に提出した意見書である。意見書の第4項「間
島ノ開発二関スル件」では，清津の開港と敦賀もしくは舞鶴との直航路の開設，
間島への日本製品の輸入と穀物や鉱産物の日本への輸出，清津と会寧間の軽鉄
の改築などが意見としてかかげられている19)。篠田の意見は，明らかに中井の報
告を継承した内容である。
この後，韓国統監府は，中井の報告中の少なくとも二つの提言をすぐに政策
に反映した。軽鉄の開放と清津の開港である。反面，日本海直航路の開設は，
中井の生存中には実現しなかった20)。この対照的な事例から，中井の報告書が朝
鮮統治政策に与えた影響とともに，その影響力の限界をも理解することができ
る。すなわち中井の影響力は，日韓併合に致るまでの韓国統監府に限られてい
たということである。このことは，次に検討する内藤湖南の数々の研究や提言
と比較するうえで，きわめて重要な点である。
2. 内藤湖南と間島協約第6条21)
内藤湖南と間島問題とのかかわりは，湖南が1905年11月から12月にかけて小
村寿太郎特命全権大使の顧問として北京に滞在中，小村から間島問題の歴史的
調査を依頼されたことに始まるといわれている22)。湖南は，翌1906年 1月に小村
とともに掃国したが，帰国直後には陸軍参謀本部からも間島問題の調査依頼を
受けている 23)。
湖南による間島問題についての調査，研究や旅行記は，筆者が調べた限りに
おいても草稿を含めて少なくとも 7つはある 24)。このうち，当時の陸軍参謀本部
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と外務省にきわめて重大な影響を与えたものとして，参謀本部からの依頼によ
る調査報告書25>(1906年2月），「間島問題調査書26)」(1907年），「間島問題私見m」
(1909年2月）の三つを上げなくてはならない。この小論では，参謀本部への
報告書と「間島問題私見」とによって検討を進めてみたい。
筆者は，参謀本部への報告書を直接検討する機会を得ていないが，この報告
書は500字詰原稿用紙46枚に「明以前の境界沿革」，「清韓境界の交渉」，「断案」
の三章からなっているといわれる28)。「断案」の末尾の湖南の結論においては，
間島での朝鮮の領土権主張の正当性に基いた地方官の設置と，守備兵の派遣が
緊急に要請されている29)。朝鮮と満州との国境についてのそれまでの参謀本部
の公式の見解では，朝鮮の国境をなす江河を鴨緑，函門の二江としたうえで，
図門江は朝鮮の東北境と満州および沿海州との分界をなし，源を長白山（白頭
山）の東麓に発するとしていた30)。この見解には，間島とは清国と朝鮮の国境間
砿地帯の北半分である31)というような認識は全くみられない。いいかえれば，間
島そのものの存在さえ認識されていないといえよう。湖南の報告は，ただちに
参謀本部を動かした。 1907年2月，統監府臨時間島派出所創設事務所が東京に
開設され，日露協商による満州での日露の勢力圏の画定が合意された直後の同
年8月，間島の龍井村（今日の龍井）に統監府臨時間島派出所が開設された。
日露の勢力圏の分界線は，おおむねロシアと朝鮮との国境の北西端に発し，瑯
春から秀水砧，松花江，漱江，托羅河に沿い，托羅河と東経122度との交差点に
致る32)。従って，間島はロシアの勢力圏と直接対峙するきわめて緊張した地域で
あった。派出所長に陸軍中佐斎藤季治郎33),総務課長に法学博士篠田治策34)が就
任し，地質鉱産の調査には小川琢治35)が加わっている。以後，統監府派出所は，
間島協約が締結されるまでの 2年3ヶ月間に渡って，日本領事館に準じる任務
を遂行した。
湖南は， 1909年2月に外務省からの諮問に応じて「間島問題私見」を提出し
ている36)。「間島問題私見」は，「間島ノ地勢」，「間島鉄道意見」，「間島問題協定
案私議」，「附言」の 4部で構成されており，間島問題についての湖南の結論と
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受けとることができる。特に「間島問題協定案私議」は，湖南の外務省への影
響力すなわち間島協約に与えた影響を顕著に表わしている。まず，「私議」の内
容をみてみよう。
「私議」では，間島の領土権を清国に譲渡することと交換に 9項目の要求を
かかげて承認を求めている。つまり，間島の領土権を取り引きの切り札に利用
するという方法である。 9項目の交換要求の内容を大別すれば，間島に定住し
ている朝鮮人の権利に関するものと，間島での日本の権益とに分けられる。朝
鮮人の権利については，三点にまとめることができる。第一は，間島での土地
所有権と各種営業種の要求で，いうまでもなく居住権を前提にしている。第二
は，朝鮮人と清国民との課税における同等待遇の要求である。朝鮮人への差別
的課税を防止するためである。第三は，間島の生産物の朝鮮への輸出の自由で，
国境から20里（日本里程）以内の地域においては清露国境貿易章程に準じた扱
いを適用して無税にすべきであると述べられている。清国に対して，朝鮮とロ
シアとの同等待遇を求めたことが特に注意を引く。次に，日本の権益に関して
も三点にまとめることができる。第ーは，間島での日本人の既得権の保護とと
もに，統監府理事官の駐紫権と敷地の租借権の要求である。事実上の日本領事
館の設置要求である。第二は，統監府理事官の裁判権すなわち事実上の領事裁
判権の要求である。第三は，吉林から間島までの鉄道を敷設する場合には，必
ず朝鮮の海岸にまで延長敷設すること，そしてこの鉄道と競合する他の鉄道を
敷設してはならないことが求められている。
このような湖南の「間島問題協定案私議」を念頭においてみれば，同年9月
に締結された間島協約は，まさに湖南の意見のひき写しといってよい。間島協
約第1条で定められた図何江国境は，清国への間島の領土権の譲渡であり，第
2条以下の全文は交換要求を認めさせた内容である37)。例えば，第3,5条での
朝鮮人の居住権と不動産所有権，第4条の清国法権への服従と清国民との同等
待遇の規定，第5条での朝鮮との国境往来と穀類販運の自由などは，いずれも
湖南の「私議」における朝鮮人の権利の確保に当たる。また，第2, 7条の日
123 
380 闊西大学 r経清論集』第45巻第4号 (1995年11月）
本領事館の開設，第4条での日本官吏の清国国内裁判への立会権や覆審請求権
を含む裁判干渉権，第6条の鉄道の延長敷設権の規定も「私議」そのままの継
承である。
中井喜太郎の場合と同じく，湖南の意見がどのような経過をたどって陸軍参
謀本部や外務省の政策に反映したのかについてはさらなる研究が必要であ
る38)。だが湖南が間島協約に与えた影響は，中井と韓国統監府との場合よりもも
っと明らかだったといえる。そのうえで，間島協約第6条として具体化した湖
南の北朝鮮ルート論のいくつかに注目してみたい。
湖南による北朝鮮ルートに関する調査，研究として，「間島問題私見」中の「間
島ノ地勢」，「間島鉄道意見」，「間島問題協定案私議」をあげることができる。
まず「間島ノ地勢」は， 1908年の調査旅行で得られた間島から吉林に致るルー
トの研究である。そこでは，鉄道を敷設する上で大きな困難となる長白山系の
数々の山脈に次のような系統的な説明がなされている39)。すなわち，長白山から
東北に向って分派している支脈はあたかも手指を広げたような形状をなし，手
の掌に相当するのが長白山周囲の高原で，東北への支脈との接点が娘々庫およ
び古洞河地方である。朝鮮の東北海岸から吉林までの間の 6重の山脈が，各指
に相当する。第1指は，咸鏡道の茂山嶺で，豆満江を渡って間島に入るとすぐ
に第2指に相当する黒山山脈がある。第3指は，老頭溝と五箇頂子からなる複
嶺，第4指は暗爾巴嶺である。第4指に致る間の標高がしだいに高くなってゆ
くのは，手の掌である長白山周囲の高原に近づいて行くためである。そのため
に暗爾巴嶺の標高は黒山山脈よりも高いにもかかわらず，ゆるやかな小丘を越
える程度にしか感じず，寧口の急勾配でさえ老頭溝や五箇頂子にはるかにおよ
ばない。第5指は，敦化から牡丹江に沿って北上して額木索のほぽ正面に位置
している張廣才嶺である。敦化以北になると長白山の高原から離れて行くため，
張廣才嶺は，牡丹江流域の一部を除いて険しい山勢である。第6指は，老爺嶺
である。このような地勢からいえば，間島から朝鮮六鎮までは黒山山脈を越え
るだけだが，西方の敦化へは老頭溝嶺と哨爾巴嶺を越えなくてはならない。ま
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た寧古塔に致るにも，高麗嶺に連なっている太平嶺と，さらに老爺嶺を越えな
くてはならない。距離においても，間島の中心に位置する龍井村（六道溝）か
ら会寧まで12~13里（日本里程），鐘城にはさらに近いのに対して，敦化や寧古
塔へは35~36里ないし40里以上である。
「間島ノ地勢」において湖南は，間島にとっては，地勢からも距離からも敦
化や吉林よりも朝鮮との往来の方がはるかに容易であることを理解した。この
ような踏査結果から，間島は，地勢に順じた古代の人類棲息の歴史からも間島
の穀産物の流れからも，敦化や吉林ではなく朝鮮に属していたという研究上の
結論が導き出されている40)。この結論から逆に「私議」を考えれば，そこにおけ
る間島の領土権の譲渡が，いかに政治的な判断に基くものであったのかをはか
らずも明らかにしている。それはさておき北朝鮮ルート論に照点を合わせれば，
領土権の所属は副次的問題であって，鉄道敷設とルート上の地勢との関係が，
最も重要な課題である。その具体的な検討が，「間島鉄道意見」で行われている。
「間島鉄道意見41)」は，湖南がまさに北朝鮮ルートの発案者の一人であったこ
との証明である。「意見」の冒頭では，間島に鉄道を敷設する場合においては一
端を清津もしくは付近の海口に発し，他の一端は吉長鉄道に連結すべきことが
明瞭に述べられている。その前提には，すでに1907年に日本が得ていた吉長鉄
道敷設権があることはいうまでもない。実に湖南のこの「意見」こそが，後の
いわゆる吉会線問題の発端であるといっても過言ではない。
鉄道敷設に関する具体的な検討は，満鉄との運行距離の比較，敷設工事の難
易度，ルートの沿線地域の産業との関係などについて行われている。運行距離
については，清津から局子街（今日の延吉市）までが約100マイル，局子街から
吉林までが約270マイル，それに吉長鉄道70余マイルを加えて，清津と長春間は
約440マイルとみられている。この距離は，長春と大連間に比較して大差はない。
ところが清津と長春との間には 6重の山脈があり，老頭溝嶺と唸爾巴嶺を除く
他の全てには遂道を建設する必要がある。そのうえ平地のあらゆる所には吟湯
と称される大湿地が存在し，敷設工事では満鉄とは比較にならないほどの困難
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が予想される。沿線の農業については，吉林以西を除いて一般に地味は間島に
劣り，特に敦化地方は最も湿地の多い高原である。この地方ではアヘン原料の
ケシの栽培で収益があるが， 3年後には禁止される予定である。その他の農業
生産も間島に比較して大いに劣り，領木索と敦化間の地方についても同様であ
る。しかも間島の農業でさえ，中部満州の農業に比較すれば実に微々たる生産
規模である。一方，老爺嶺と張廣オ嶺の森林資源には，農業に比べれば大きな
期待をもつことができる。もっとも無条件に期待できるわけではない。これら
の木材が鉄道の開通によって朝鮮の海口に吐出されたとしても，北海道や秋田
のような林業地が対岸に存在する限り，この新しい林業が収益を上げるにはか
なりの時間を要するであろうといわれている。
以上の検討の結果として湖南は，この鉄道は敦賀に連絡できれば大連との競
争線になりうるが，それ以外に大きな期待をもつべきではないと述べている。
但し，二つの役割を保留している。ウラジオストックの自由港が閉鎖された場
合に北満州の貿易に影響を与えうることと，軍事的にロシアの東清線（東支鉄
道）に有効な圧力を加えうることである。湖南の評価は，いくつかの点におい
てきわめて適格である。この鉄道が日本との連絡ルートを形成することで大連
と競合できるという指摘，ウラジオストックの自由港の閉鎖を予想して北満州
の経済を視野に入れていること，ロシアの東支鉄道を対抗相手とみなしたこと
などである。そして，「意見」の結論は，すぐに着工すべきではないが敷設権は
保有すべきであるという明快な一言である。この見解は，「間島問題協定案私議」
へと受け継がれている。
「私議」において間島の領土権と交換に要求された 9項目の中で，鉄道敷設
権の確保は日本の権益の中でも最も重要なものである。「私議」では，吉林から
間島に致る鉄道を敷設する場合には必ず朝鮮の海岸にまで延長すること，敷設
資本は日本，清国，朝鮮が合同で負担すること，競合する鉄道の敷設計画を禁
じることの三点が主旨である。「私議」を「間島鉄道意見」と比較してみると，
敷設資本と競合路線の問題があらたに加えられている。間島協約第6条では，
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この二つの点は明文化されなかったが，湖南が与えた顕著な影響については再
び説明するまでもなく明らかである。
中井喜太郎と湖南の理論を比較することによって，各々がもっている特徴を
さらによく理解することができる。中井は，間島の開発にとっての咸鏡道の鉄
道と港，さらにそれを日本と連絡する日本海直航路の重要性を強調した。そこ
では朝鮮よりも発展している日本経済と結びつくことによる咸鏡道の経済発展
への期待が一体となっており，むしろそれを意図していた。これに対して湖南
は，間島を足場として吉林から長春へと進む意図の下にルートの設定に大きな
努力を払っている。そこには，中井の場合とは異なり，朝鮮の経済発展という
意図は全くみられない。このような両者の相違は，それぞれが影響を与えた国
家機関の相違と無関係ではない。中井は，韓国統監府という植民地統治機関に
対して咸鏡道の軽便鉄道の開放と清津の開港を実現させ，ひいては軽鉄の改築
をも促進させた。一方，湖南は，陸軍参謀本部や外務省という日本の対朝鮮，
満州政策を左右する中枢機関に影響を与えた。間島協約という国家間条約に意
見が反映したのはそのためである。
両者の相違点とは別に，いくつかの共通する認識もある。まず，中井も湖南
も，間島と咸鏡道との相互依存的な歴史，経済関係への認識を共有したことで
ある。湖南は，「私議」において間島の領土権の譲渡という政治的判断の結果と
して咸鏡道との分離を提言しているが，それにもかかわらず生産物の輸出の自
由を保障することで一定の経済的補完関係を維持させようとした。中井は，さ
らに大胆に間島への朝鮮人の移住をも推進する意図をもっていた。両者のもう
一つの共通認識は，新しいルートは将来的には大連と競合する関係になるだろ
うという予測である。だが両者とも，ルートを発案した時点では，大連にとっ
て脅威になるというほどの危惧も期待も抱いてはいない。むしろ，新しいルー
トの当面の強力な対抗相手として自由港ウラジオストックと東支鉄道をあげて
いる。これが，共通認識の三つめである。中井は，瑠春経由のウラジオストッ
ク貿易とロシアの日本海航路を念頭に置いていたし，湖南もまたロシア勢力の
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存在から大きな圧力を受けていた。このような両者の共通認識は，シベリアと
北満州におけるロシアの勢力が，当時の日本にとっていぜんとして最大の脅威
と認識されていたことの裏づけである。このように考えれば，その後の経過か
らみて，北朝鮮ルート論が日本の満州侵略に一定の役割を果したことは事実だ
が，この理論が発案されたそもそもの動機は，今世紀初頭におけるロシアヘの
対抗意志に求めることができる。
3. 松尾小三郎「豆満自由港」
鈴木武雄は，日本海中心豆満江経略の国防的，産業的重要性を説いた先駆者
として，松尾小三郎に特に注目した42)。鈴木が注目した松尾の理論の一つとし
て，ここでは「豆満自由港43)」と題した1925年9月の講演をとり上げ，北朝鮮ル
ート論の系譜における位置と役割とを検討してみたい44)0
松尾が主唱した「豆満江中心主義」とは，一言でいえば満鉄の大連集中主義
に対する批判である。別の表現をすれば，大港主義および優秀船主義に対する
批判でもある。松尾は，一見すると非常に合理的にみえる満鉄の大連集中主義
政策が，実はいかに非合理的なものであるのかを航路運貨，鉄道運賃，大型優
秀船の運航に伴う大規模港湾整備に要する費用などの面から，次のように説明
している45)0
日本列島は，弦月のように半円形をなして豆満江口に向っている。豆満江口
から日本列島をみれば，北は小樽，南は門司や下関までの日本海沿岸の諸港は
全て500浬ほどの等距離に位置している。ところが，大連からの距離をみれば，
最も近い門司と下関まででも622浬である。この差は，航路距離で100浬以上，
航海日数で半日，運賃において250円になる。大連航路が，この差額をとり戻す
・ためには， 3千トン級以上の大型で高速の優秀船を就航させなくてはならない。
これに伴って，国内の受入港では， 3千トン級船舶を基準にした大規模な港湾
整備が必要となる。これに対して日本海航路では，必ずしも大連航路のような
優秀船を必要としないばかりでなく，むしろ小型船の方が適している。日本海
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に面したどの港でも利用できるからである。さらに約500浬の近距離かつ等距離
輸送は，低い均一運賃を可能にする。さらに，大連航路には二つの短所がある。
まず，日本への輸入貨物が，最も近い門司と下関に集中することである。細く
て長い日本列島の片方の一端に揚げられた貨物には，東北地方はもちろん東京
や本州の日本海沿岸地方への，鉄道と沿岸航路による国内分配輸送が必要とさ
れる。かりにそのための国内輸送機関を理想的に整備するとしても，投下した
莫大な資金は，各地方の土地価格を不必要に高騰させるに違いない。そればか
りか，このように便利な国内輸送機関は，先進外国工業製品のさらに大量の輸
入と輸送に利用され，自ら国内産業の衰亡を招くことになるだろう。一方，日
本海航路では，輸入貨物の鉄道輸送は日本海側から太平洋側への横断鉄道を使
用するだけで充分である。鉄道運賃が船舶運賃よりも割高であることを考慮す
れば，日本列島の縦貫鉄道の使用を最少限に止めるべきである。大連航路の二
つめの短所は，満州各地の貨物を大連に集中させるために多額の鉄道運賃を費
していることである。単価が安<, しかも大容量，大重量の満州の原料貨物の
輸送には，可能な限りにおいて鉄道ではなく水運を利用すべきである。例えば，
運河と鉄道との運賃を比較すれば，前者のトン当り 8厘に対して後者は 2銭5
厘である。まして 1マイルにつき10万円の建設費を要する運河ではなく，自然
の河川輸送を利用すれば，運賃はさらに節約することができる。
大連集中主義の非合理性もさることながら，それがひいては日本の国内産業
の衰亡をもたらすだろうという警告に注意をひきつけられる。後発資本主義国
としての国内産業のぜい弱性を充分に認識したうえでの発言である。同じよう
な認識のうえに立って，松尾は，さらに満州での満鉄の政策を批判している。
すなわち，満鉄の遼河水運に対する圧迫についてである。これは，日本の植民
地資本による満州の伝統的土着産業に対する圧迫といえる。そこでは，鉄道に
比較して低運賃の河川水運のもつ合理性と，遼河水運との共存という考え方に
よって満鉄を次のように批判している 46)0
かつて遼河は，南満州における唯一の大輸送手段であった。遼河は，東，西
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遼河からなる。東遼河は長白山の西北支脈に発源し，西遼河は内蒙古に発源す
る。両者は開原と鉄嶺付近で合流して大遼河となり，奉天省を流れて営口で遼
東湾に注ぐ。そのため営口は，満州第一の貿易港として栄えた。ところが満鉄
は，設立直後から遼河水運を東支鉄道と並ぶ競合相手とみなし，大資本を背景
にした運賃政策をもって圧迫した。しかし，遼河の水運は滅びなかったばかり
か，そのためかえって日本の経済的影響下から脱して中国人の独占的事業にな
ってしまった。しかも満鉄は，営口市民だけでなく中国人の一般的反感をも自
ら招いてしまった。さらに東遼河を利用する吉林商人は，間島の移出入さえも
独占してしまった。 1列車で1千トンの輸送が限度である満鉄は，遼河の水運
を圧迫するのではなく，逆になぜ積極的利用を計らなかったのであろうか。
このような松尾の河川水運に対する高い評価は，単に遼河に限らず，豆満江
水運についてもなされている。豆満江については，上流からの土砂が日本海の
風浪によって江口に滞積するため，江口付近は浅く狭い水路になってしまうと
いう重大な欠点が率直に認められている一方で，自然に備わっているいくつか
の貴重な特徴が強調されている47)。すなわち，江口付近さえ除けば，本流と支流
ではかなり上流まで小型船舶の使用が可能なことである。これによって豆満江
は，朝鮮，中国，ソ連の三国の国境沿いに水運が可能な唯一の水系としての特
徴を生かすことができる。本流はいうまでもなく，沿海州の一部をも流れる渾
春河，間島を縦横に流れる曖冴河，布爾吟通河，海蘭河，そして咸鏡道北西部
を流れる延面水や西頭水などの支流が有する価値である。つまり豆満江水系の
水運は，間島の全域，沿海州の一部，白頭山の東南部，朝鮮の西北部などの産
物を集めることが可能である。さらに松尾の豆満江水運についての評価で注目
すべきことは，河川氷上輸送をとり上げたことである48)。農産物や木材が最も頻
繁に輸送される冬期に凍結してしまうという欠点を，逆に利用する工夫である。
鉄道が未発達であった当時の間島と朝鮮西北部では，冬期の経済活動において
大きな現実性をもっていた。
松尾の理論においては，満鉄の大連集中主義の非合理性が，豆満江中心主義
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を生み出す一つの大きな要因であった。しかし，豆満江中心主義による具体的
構想である豆満自由港には，さらに急を要する動機があった。当時，間島を中
心としてみた経済流通路には，異なる性質をもつ三つのルートが存在していた。
一つは，主として遼河の水運と吉林とを経由して局子街に致るルートで，すで
に松尾によって説明されたように吉林の中国商人が独占的に活動した国内流通
路である。二つめは，ウラジオストックを海港として沿岸航路でポシェットと
結ばれ，沿海州の国境を越えて瑯春に致る対ソ連貿易である。三つめは，清津
を海港として鉄道で会寧を経由して龍井村に致る対日貿易である。但し，松尾
によれば，三つめのルートの繁忙は，ロシア革命直後の混乱による対ソ連貿易
の衰退がもたらした一時的な現象とみなされていた。松尾の豆満自由港構想は，
いわば四つめのルートになる。松尾は，なぜあらたなルートが必要であると考
えたのであろうか。そこで，日本海側から間島に致る二つの対外貿易ルートに
対する松尾の評価をみてみたい。当時，すでに標準軌道鉄道への改築が完了し
ていた清津と会寧とを結ぶルートについては，次のようにいわれている 49)0
会寧からさらに豆満江下流の右岸に沿って雄基に致る鉄道の敷設計画もある
が，両線ともに短距離の鉄道であるうえ，清津と会寧間には茂山嶺があり，会
寧と雄基間には雄基嶺の難所がある。どちらも高率運賃の要因である。まして
間島の産物は，殆んどが木材と農産物という大量積の貨物である。例えば，茂
山嶺の急勾配では，本線用機関車で牽引したとしても 1列車の積載量は
450~460トンに過ぎず，満鉄本線の輸送力には遠くおよばない。しかも豆満江
対岸の天図軽便鉄道の輸送力は， 1列車で70~80トンという有様である。間島
をとり巻く鉄道敷設計画は，「閑人の寝言」である。
咸鏡道と間島の鉄道網計画に対する評価が極端に低いことに驚かされる。高
率運賃と満鉄の輸送力にはるかに劣ることが理由である。しかし，開港以来の
清津港の発展が全く無視されていることは不合理である。表ー1に示された清津
港の貿易額の急増は，とりもなおさず間島への通過貿易の増大でもあった。次
に，ウラジオストック，ポシェット，渾春を結ぶ対ソ連貿易ルートを，特にポ
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シェットに注目して次のようにみている50)0
ポシェット湾は，豆満江口に近く，港湾として優れた地形を有する。渾春に
最も近い港湾で， 12里半の距離は，馬車で5時間である。このため，局子街や
瑯春の中国商人が，ウラジオストックとの貿易中継地としてさかんに利用して
きた。日本にとってなによりの脅威は，英国と米国の資本によるポシェット築
港計画である。ポシェットが外国貿易港として開港されたとすれば，英，米両
国の日本海での活動根拠地にされることは明白である。間島全域，牡丹江，吉
林地方はいうにおよばず，満州と蒙古の開発は両国に独占されてしまうだろう。
かつて蒙古の甘珠爾開市の際の畜産市場では，両国資本家の著しい活動があっ
たではないか。そこで日本は，ポシェットの開港を待っことなく豆満江口に自
由港を建設し，日本海と満州，蒙古とを結びつける経済的根拠地にすべきであ
る。豆満自由港は，ひいては日本海の水産資源の確保に役立ち，さらには満州，
蒙古，シベリアに対する日本の経済的影響の増大に寄与するであろう。
ここで松尾が非常に恐れている英，米資本によるポシェット築港計画の詳細
に関しては，今日においても明らかではない。だが一説による51)と， 1921年から
翌年にかけて，港湾建設および渾春とポシェットとを結ぶ南部ウスリー鉄道の
敷設についての米国による調査が実施された。その後，資本金550万ループル，
営業期間を80年間とするなどを主な内容とした計画が，当時のウラジオストッ
ク政府に申請され，認可が内定された。建設資本については，当初，日本の民
間資本に期待されたが外務省の同意が得られなかったことから実現せず，次に
米国に話がもちこまれた。しかし，結局，ウラジオストック政府の不安定性と
日，米政府間での調整がつかず実現しなかった。いずれにしても松尾は，英，
米両国による日本海，満州，蒙古の経済的支配に直結するものとしてポシェッ
卜築港計画を重大な脅威と受けとった。豆満自由港構想は，英，米両国への対
抗手段として考え出された計画といえよう。従って，豆満自由港の建設は，ポ
シェットの開港に遅れることはできないという緊急性をもっていた。松尾の提
言の背景をこのように理解すれば，咸鏡道での鉄道敷設計画はこの緊急性を満
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たすことができない。また間島と咸鏡道の既設鉄道の競争力は，満鉄に劣るだ
けでなく，南部ウスリー鉄道にも劣るかも知れない。松尾が鉄道に全く期待し
なかったのは，このような切迫した危機意識による。では豆満自由港とは，ど
のような機能を有するものであったのだろうか。松尾の構想は，次のようなも
のである52)。
自由港区は，当時の咸鏡北道慶興郡甑山から豆満江口の西水羅までの右岸約
6里の区域である。甑山の対岸は，中国領の東端で，張凱峰のふもとに防川が
ある 53)。このような地理からみると，自由港区の豆満江対岸の大半はソ連領であ
る。自由港区の水面積は，約500~600万坪，土地面積は約25万平方マイル，繋
船岸壁線の総延長約20~30里，市街地予定面積は約70~80万坪とみなされてい
る。豆満江口の浅瀬の問題の解決策として，浅瀬の上流から西水羅の北方の二
つの湖である東番浦や西番浦とを運河で結び，豆満江の下流域から日本海に直
接出海できるようにする。運河の建設費を，およそ30万円と見積もっている。
この運河によって豆満江は，不凍港西水羅を海港にもつことが可能となる。幹
線鉄道の一方の起点としてみた場合，豆満自由港区はウラジオストックに勝る
であろうと期待されている。
松尾の構想をみると，豆満江の水運にとって致命的ともいえる江口の浅瀬が，
対策として一般的に考えられる浚渫ではなく，途中に湖を利用する運河の建設
という方法がとられている点が特に注目される。連続的な浚渫のくり返しに比
較すれば，一度の運河の建設の方がはるかに合理的である。この考え方は，後
の鈴木武雄にも継承されているし，今日の豆満江口対策においても意義を失っ
てはいない。これによって西水羅は，鴨緑江口の丹東（かつての安東）や新義
州に匹敵する役割を果すことが可能になるかも知れない。むろん松尾は，豆満
自由港が内陸部におよぼす様々の波及効果を期待している。そのいくつかをと
り上げてみよう。
第一は，豆満自由港が，それまでの満州の経済構造に画期的な変革をもたら
すという指摘である 54)。すなわち従来の日本の満蒙政策は，「大連基本」と「唸
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爾賓目標」であったが，豆満自由港は「豆満江中心」と「三姓（依蘭）標準」
をつくり出すというものである。寧古塔（寧安）と三姓とを結ぶ牡丹江流域に
沿った鉄道さえ敷設すれば，松花江と日本海とが豆満江で結びつけられるから
である。これは，同時に東支鉄道の経済的勢力を一掃し，ハルビンをも日本の
勢力下に入れることにもなる。それまでの南，北満経済圏の他に，あらたに東
満あるいは東北満経済圏という満州における第三の発展地域が形成されること
である。後年，牡丹江が松花江に合流する依蘭と寧安とが固佳線（図憫～佳木
斯）で結ばれたことから振り返ってみると，松尾の理論の合理性と先見性を理
解することができる。
第二は，豆満自由港を中国人に開放することによって，満州と中国本土との
統一の可能性を模索していることである55)。全土の統一による中国の経済発展
が，ひいては日本の利益となって返ってくる。日，中両国の利害が一致したう
えでの満蒙開発が，英，米帝国主義やボルシェビーキの脅威を防ぐ最良の方法
であるとしている。ここでもポシェット築港計画に対する反応と同様に，大き
な危機意識が背景にある。
第三は，豆満自由港の直接の波及効果というより，むしろ目的であるといっ
た方がよい間島の経済開発である。松尾は，当時の間島の現状と対策を次のよ
うに説明している56)。
間島での金利は，最も低利でも月 3~4分，最も高利では月 1割に達する。
このため資金需要は乏しく，工業も貿易も発展せず，大多数が農業に従事する
朝鮮人も自給自足的生活である。間島の経済発展を阻害している大きな原因の
一つは，実にこのような金融事情にある。そこには開発資本を呼び込む可能性
を有する莫大な森林資源が眠っているにもかかわらず，殆んど着目されていな
い。瑯春河と曖冴河流域から多くが伐採される豆満江材は，流筏以外には搬出
手段をもたない。それに加えて豆満江口の浅瀬は船舶の入江を阻み，流下され
た木材の船積みさえ困難である。このため筏を江口に近い土里で解体し，海上
輸送に適するように改めて組み直し，西水羅もしくは雄基まで曳行輸送しなく
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てはならない。ところが，日本海での流失の危険性が高く，保険さえかけるこ
とができない有様である。このような結果として，船積みするまでに要する費
用は，木材 1本の原価が20~25円であるのに対して 2円50銭~3円20銭もかか
っている。原価の実に15%に相当する高率の輸送費である。かりに西水羅で直
接船積みしたとすれば， 1本当りの運賃を 1円節約することができる。豆満自
由港は，豆満江材の輸出を促進すると同時に間島の開発資本を得ることができ
る。
第四は，間島の経済開発が，そこに住む人々の生活と意識におよぽす好影響
である。いうまでもなく，間島の住民の大多数が朝鮮人であったことと深い関
係をもつ。松尾は，日本の統治政策が，間島の朝鮮人と中国人とを離反させる
だけでなく，両者に反日感情を抱かせる結果を招いていると指摘する 57)。すなわ
ち，間島に住む中国人は朝鮮人よりも少数だが，大多数の中国人は貧しさにお
いては朝鮮人と同等である。 35万人の間島の朝鮮人に対する朝鮮総督府の保護
政策は，中国人からみれば差別保護とみなされる。そのため中国人は日本を嫌
悪し，その鋒先は朝鮮人に向けられる。身に覚えのない迫害を受ける朝鮮人は，
日本を呪うことになる。日本は，間島の朝鮮人に対して保護や援助を与えるの
ではなく，「生業」となる産業の開発こそを進めるべきである。
第五は，豆満自由港が内陸部におよぽす効果とは一転して，日本国内への経
済的影響の予測である58)。つまり日本に輸入された豆満江材が，日本の木材需要
におよぼす効果である。松尾の説明によると，当時の日本国内の木材需給は，
年間約3億石の需要に対して国内供給量は約8千万石である。これとは別に，
薪炭用木材として年間 1億石といわれる木材が伐採される。両方の伐採量は，
国内の森林資源が30年ほどで涸渇してしまう量である。従って，用材も薪炭用
木材も大半は輸入に頼る必要がある。そこで用材は従来どおり米国から輸入す
るとして，年間 5千万石以上の輸入が必要とされる薪炭用木材は，豆満江材に
変換すべきである。大容積のうえに価格の低い薪炭用木材は，太平洋の横断は
もとより大連からの輸送でも割高な運賃になる。これに対して豆満江材の輸入
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においては，日本海を横断するだけの短距離輸送であることに加えて，小型船
の使用によって必要な量を消費地の最寄りの港に直接輸送することができると
いうきわめて大きな利点をもつ。そのうえ間島では，農地の開墾によって伐採
された余剰木材が放置されている。従来から日本が米国に支払っている年間 1
億2千万円に達する木材輸入代金は，いわば米国への片為替であるが，間島に
支払う木材代金は水産物や日本製雑貨の輸入資金になりうる。ここに，日，中
両国民間の経済的相互補完関係がつくり出される。
以上のように松尾の豆満自由港構想をいくつかの点に注目して検討してきた
が，今日の現状や考え方に照らしながら評価しても先駆的業績といえる。例え
ば，近年の北朝鮮による自由経済貿易地帯と自由港の設定， UNDP(国連開発
計画）による図刑江（豆満江）開発計画，中国による図侶江開発計画などの数
種の計画は，松尾の構想と類似している。特に1991年12月に発表された北朝鮮
の羅津・先鋒自由経済貿易地帯は，地域的にみれば松尾が想定した自由港区の
一部を含む形で一致しており，なによりも東海（日本海）と東北アジア地域の
環経済圏形成の中核的役割を担うという長期的目標59)において殆んど同一であ
る。このような長期的目標は， UNDPと中国の計画も大同小異である60)。そこ
には，必然的に大連集中主義と大連集中の現状に対する批判と対抗意識が伴わ
れている。つまり松尾の表現を借りれば，豆満江中心主義である。
さらに松尾の構想には，単に先駆的というに止まらない数々の今日的意義を
見い出すことができる。
まず最初に，松尾は，国家と国策企業に主導された大規模経済政策には迎合
せず，むしろその非合理的な側面を批判したことである。そのことが要因とな
って豆満江中心の考え方が生み出された。日本海での小型船舶と日本海沿岸諸
港の利用，豆満江の水運や氷上輸送などは，満鉄の政策に比較すれば，いずれ
も小規模かつ小資本が有する合理性に基いた発想である。国家を単位にした統
計上の小規模貿易の効果が，必ずしも小さいものではないという事実には注目
すべきである 61)。経済の未発展地域であった間島においては，薪炭用木材の輸出
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という小規模貿易で得られる少額の外貨は，大きな効果を期待できる貴重な資
本に転化しうる。同時に，必要な量の薪炭用木材を直接供給されることになる
日本海沿岸の諸地域では，そもそも経済規模の小さな地域における対外直接貿
易の波及効果は決して小さくはない。輸入品は薪炭用木材に限らなくなるだろ
うし，それに伴う輸出が創出されることは必然である。双方の地域の経済が小
規模であればあるほど，直接貿易の波及効果が期待できるという考え方は，今
日においても大きな意義を有する。
次に，豆満自由港の果す役割は，今日のいわゆるハブ港といえる。豆満江口
が，半円形をなす日本列島に対して等距離に位置するという地理的条件は，松
尾の時代においても今日においても何等の変化はない。この条件によって，等
距離均一運賃と，小型船舶の利用による小規模港との直接航路が可能となる。
これを大連航路と比較した場合の合理性は，すでに松尾が説明したとおりであ
る。また釜山と比較した場合においても，日本列島の日本海沿岸諸港との等距
離均一運賃という優位性は揺がない。さらに豆満江口の優位性は，地理的条件
だけに限らない。中，朝，ソ連（ロシア）の三国が接するという数少ない政治
的要因は，冷戦後の今日においては，松尾の時代とは比較にならないほど重要
な経済発展要因である。近年において，この地域が「未来の極東のロッテルダ
ム62)」といわれることは，全く根拠のないキャッチフレーズではない。少なくと
も，大連や釜山の追随を許さない優れた特徴の一つである。
さらに松尾の豆満自由港構想では，必ずしも全体が日本中心の考え方だけで
貫かれていなかった点に注目すべきである。満州の発展が中国の発展につなが
り，ひいては日本の利益となって返ってくるという迂回利益を求めたことであ
る。遼河水運との共存，豆満自由港の中国人への開放，満州と中国本土の統一
の試み，間島の朝鮮人に対する朝鮮総督府の保護政策への批判などは，この考
え方によっている。欧米列強諸国の満州，蒙古への経済的進出への対抗として，
中国と日本との利害の一致を前提にした日本の経済的進出を主張したことで
は，後年の日本中心主義的な理論や政策よりもアジア諸国への説得力をもって
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いる。
松尾の構想には，こうした優れた数々の特徴を見い出すことができる反面，
矛盾と問題が含まれていることも事実である。その一つは，日本海での小型船
舶の積極的な利用という小規模経済の合理性を主張する一方で，咸鏡道の一部
と間島で運行されていた狭軌鉄道の価値を否定したという矛盾である。間島の
地域輸送機関としてみた場合の天図軽便鉄道の経営が，当時においては決して
良くなかったことは事実である。営業開始初年度の1924年に対比して， 1925年
度の乗客数は微増に止まり，貨物量は44,500トンから35,100トンヘと 9千トン
以上も減少している63)。このため営業収支は，初年度の10万7千元の赤字がさら
に13万6千元へと拡大した64)。松尾が，この軽便鉄道の価値を否定したことは，
いちがいに誤まりだったとはいえない側面もある。しかし，鉄道には敷設され
た後に貨物をつくり出す作用があり，貨物量の増大に応じて標準軌道に改築す
べきであるという中井喜太郎の考え方とは全く異なっている。天図軽便鉄道の
その後の経過は，松尾ではなく中井の考え方を裏づけている。営業収支ではい
ぜんとして赤字を経上したが，乗客数，貨物量，運賃収入とも急増した。貨物
量をみると， 1926年には 6万4千トン， 1927年以降は10万トンを突破するよう
になった65)。鉄道が，敷設後に貨物をつくり出したのである。
松尾の間題点は，日本統治下の朝鮮の経済を無視したことである。豆満自由
港構想の直接の目的は，日本による間島の経済開発であり，中・長期的には満
州，蒙古の開発である。このことをよく表しているのが，清津港の発展および
清津と会寧とを結ぶ鉄道の役割を無視したこと，咸鏡道での鉄道敷設計画を否
定したこと，そして間島の軽便鉄道の対外貿易輸送機関としての将来性を無視
したことなどである。中井喜太郎や内藤湖南の研究から理解されうるように，
歴史的に間島と咸鏡道とは，相互依存的な補完関係を保ちながらそれぞれの経
済を維持してきた66)。清津港の通過貿易の発展は，清津と会寧間の鉄道が果した
役割を抜きにしては語ることができない。つまり，咸鏡道の港と鉄道は間島の
経済発展に欠かすことができず，間島の生産物輸出は咸鏡道の対外貿易を発展
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させる。対外貿易が，それにかかわる地域経済に与える効果は日本や中国の場
合と同様である。いいかえれば松尾は，豆満自由港構想において自らが主張し
た対外貿易の波及効果を，朝鮮には適用しなかったといえよう。日本と中国に
対して適用された経済法則が，なぜ朝鮮には適用されなかったのであろうか。
松尾の場合の答えは，すでに明らかである。朝鮮の経済発展ではなく，間島か
ら満州，蒙古への経済進出の方がはるかに緊急で重要な課題だったからである。
中井や湖南の研究が国家機関の対外政策に関与したこととは異なり，松尾の
豆満自由港構想は国民世論に向けられたものである。逆にいえば，中井や湖南
よりも一般的な考え方である。それだけに当時の日本の国際的地位と立場とを，
中井や湖南の研究より率直に反映したものといえる。この意味において，松尾
が北朝鮮ルート論の系譜にどのような位置を占めるのかが重要な問題となる。
第1次世界大戦後，欧州列強諸国と日本の経済力との差は，著しく縮少した。
日本の国際的地位の向上である。それに伴って，アジアでの日本の行動を単独
で抑制できる力を有するのは米国だけとなった。しかも米国でさえ，日本の行
動の自由をなかば放任するようになった。 1921年の日英同盟の破棄と，シベリ
アからの撤兵問題における日本と米国の足並みの相違は，日本帝国主義が欧米
列強諸国の従属的立場を脱しつつあったことを象徴的に表わしている67)。少な
くとも隣接する満州，蒙古，東部シベリアにおいては，一定の行動の自由が黙
認され始めた。日本をとり巻くこのような国際環境が，松尾の豆満自由港構想
の背景であった。そして松尾の構想には，それがよく反映している。具体的な
一つは，英，米資本によるポシェット築港計画を日本の将来にとって重大な脅
威とみなしたことである。ポシェット築港計画を時期的にみれば， 1920年4月
のシベリアからの米軍の単独撤兵とそれほど離れていない。米国は，軍事力に
よる干渉から経済力の行使に転換した。一方，日本軍は，シベリアには1922年
10月まで駐留し，北樺太にはさらに日・ソ基本条約締結後の1925年5月まで駐
留した。松尾の構想は，日本軍の最終的撤兵と同時期である。すなわち日本政
府の方針が，出兵時とは逆に，急進的な軍事力行使から漸進的な経済進出政策
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へと転換した時期である。ここにおいて，日本海，満州，蒙古，シベリアでの
米国との経済的競合が現実のものとして真剣に考え始められた。松尾は，対抗
相手がかつてのようにロシアではなく，米国であることを明確に認識している。
いわば，米国のポシェット港に対する日本の豆満自由港といえよう。
二つめは，松尾は，日本市場での米国産木材と豆満江材との競合をたくみに
回避していることである。日本の木材市場に満州，シベリア産木材が全面的に
参入したと仮定すれば，少なくとも運賃における米国産木材との価格競争力の
優劣は明らかである。木材の品種と製材技術を必要とせず，しかも低価格の薪
炭用木材の輸入においては，低運賃が輸入価格に占める比重はきわめて大きい。
このことは，松尾の説明どおりである。ここに，日本市場での豆満江材と米国
産木材の決定的競合が回避できる要因がある。むろん長期的には，日本の経済
的影響下で満州，シベリアの森林開発が進み，品種と製材技術の問題が解決さ
れれば，日本市場から米国産用材を価格競争力の差によって駆逐することが可
能である。松尾は，この展望ももっていた。しかし，そのためには，全てのカ
においてはるかに強大な米国との協調をいぜんとして断ち切ることができなか
った。すなわち，日本が欧州列強帝国主義諸国の従属的立場を脱却して大陸へ
進出しようとすれば，米帝国主義に依存しなくてはならないという後発帝国主
義国の矛盾である。
松尾の豆満自由港構想は，日本帝国主義の発展段階における1920年代中期の
まさに転機に位置したということができる。
注
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3)「小陸橋貿易」については，拙稿「金泰彦「図代税関簡史』についての若干の考察」（本学
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33) 日露戦争中は第三軍（乃木軍）参謀，当時は韓国駐割軍司令部付であった。後に．北京公
使館付武官，天津駐剖軍司令官などを歴任して第11師団長となった。シベリア出兵では，同
師団を率いて出征したが，出征中にウラジオストックで病没した。
34) 日露戦争では，第三軍の国際法顧問として従軍した。さらに，シベリア出兵でも朝鮮総督
府派遣員として従軍した。後に，李王職次官となる。
35)当時は農商務省地質調査所技師であったが， 1908年4月に京都帝国大学文科教授となっ
た。その前後の小川家の様子については，貝塚茂樹「わが歳月」 (1983年，中央公論社）を
参照していただきたい。
36)前掲，内藤戌申編「内藤湖南・間島吉林旅行談（上）」による。「間島問題私見」の全文は，
「全集』 570~571ページに収録されている。
37)篠田治策『間島問題の回顧J(1930年）によると，間島の領土権はそもそも次のような日
清間の諸問題解決の取り引きに利用された。すなわち，安奉線の改築問題，清国による新民
屯と法庫門間の鉄道敷設計画が満鉄との併行線に当るという日本側の抗議，清国による大
石橋と営口間鉄道の撤廃要求，清国による撫順，煙台炭抗の返還要求，安奉，満鉄両沿線鉱
山の合弁経営問題，清国の京奉鉄道の延長敷設線と満鉄との交差に関する問題などである。
同時に，篠田は，間島の領土権を犠牲にした取り引きは，朝鮮統治上の禍根を永遠に残すも
のだったと批判している (50~53ペー ジ）。
38)筆者によるその一試論が，前掲の拙稿「内藤湖南と頭山満」である。そこでは，小村外務
大臣の下で外務省政務局長を歴任した山座円次郎の役割に注目したが，あくまでも試論に
過ぎず不充分なものである。
39)「全集」 564~567ペー ジ。
40)「間島吉林旅行談」においても同様の見解を述べている（「全集j427~428ペー ジ）。
41)「全集」 567~569ペー ジ。
42) 前掲，「朝鮮経済の研究•第三」 321ページ。
43)峯頒良充，松尾小三郎講演「吉林省開発と豆満自由港』 (1925年9月，財団法人奉公会）
に収録されている。
44)松尾の理論をとり上げた近年の研究として，若月章の前掲論文，および拙稿「豆満江自由
港化論について」（本学生協「書評第97号」 1991年3月）がある。
45)前掲，「吉林省開発と豆満自由港j5~12ページ。なお，ページ数は「豆満自由港」の章
のページを記す（以下，同様）。
46)同上書， 19~21ペー ジ。
47)同上書， 13~14ペー ジ。
48)同上書， 15~16ページ。なお松尾は， 1925年1月から 2月にかけて，豆満江下流の氷上踏
査を行っている。
49)同上書， 21ペー ジ。
50)同上書， 21~22, 25~26ペー ジ。
51)小川平吉文書研究会編『小川平吉関係文書 2 J (1973年，みすず書房） 206~207ペー ジ。
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国勢院嘱託山崎長吉が， 1922年8月付で国勢院総裁小笠原長幹に提出した調査復命書であ
る。松尾がとり上げているポシェット築港計画が，この調査復命書中のものであるのか別の
新しい計画であるのかは不明である。
52)前掲，『吉林省開発と豆満自由港』 27~28ペー ジ。
53)近年，中国による図憫江開発計画の一環として広く紹介された防川築港計画の中心地で
ある。松尾が踏査した頃のこの地の様子は不明だが， 1938年の張凱峰事件の頃には， 100人
足らずの朝鮮人農民が定住する寒村であったといわれている（片山智恵編著『17キロの国
境』 1989年，総和社， 215ペー ジ）。
54)前掲，『吉林省開発と豆満自由港』 26~27ペー ジ。
55)同上書， 28~29ペー ジ。
56)同上書， 22~24,30ペー ジ。
57)同上書， 33~34ペー ジ。
58)同上書， 30~32ペー ジ。
59)朝鮮問題研究所『羅津・先鋒自由経済貿易地帯』 (1993年） 8ペー ジ。
60)『北京週報 1992年第16号』 (1992年4月21日） 20~21ペー ジ。
61)小規模であっても直接貿易が地域経済に及ぼす大きな効果については，稚内の対ロシア
貿易の例が，小島仁「環日本海経済圏構想を北海道から見る」（北星学園大学経済学部『北
星論集 第32号』 1995年）によって報告されている。
62)前掲，『北京週報 1992年第16号』 20ペー ジ。
63)長野朗『満州問題の関鍵間島』 (1931年，支那問題研究所） 140ペー ジ。
64)同上書,141ペー ジ。
65)同上書,140ペー ジ。
66)両地域のこのような経済的関係は．ロバート・スカラピーノのいわゆる "NET"という
概念に相当する。間島協約第5条における国境往来の自由や米穀販運の自由などは，事実上
1945年まで存続したし．その後も断続的に存続して今日に致っている。拙稿「金泰彦『図何
税関簡史』についての若干の考察」を参照していただきたい。また経済に限らず文化や教育
においても，両地域は長い間密接なかかわりを維持してきた。この問題についての数少ない
研究として，槻木瑞生「中国吉林省龍井村の朝鮮人学校」（『国立教育研究所紀要 121集』
1992年3月）がある。
67) シベリア出兵期における日本帝国主義の従属性については．細谷千博『シベリア出兵の史
的研究』（復刻版,1976年，新泉社）を参照していただきたい。
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